
様式第70号

　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

大 分 市 長　　殿

住所（所在地）

氏名（名称）

法人の代表者氏名

法  人   番  号

次のとおり事業所税の減免を受けたいので、申請します。

年 月 日 から 年 月 日まで

第 条 第 項 第 号 （ ）に該当

円

円

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㋒ ㎡

㋒ ㎡ = ㋓ 円

人 円

人 円

人 円

円

㋔ 円 = ㋕ 円

円 円

円 円

円 円

事 業 所 税 減 免 申 請 書

事業年度 令和 令和

該
当
す
る
減
免
事
由

ま
た
は
減
免
を
受
け
よ

う
と
す
る
理
由

大分市税条例施行規則

減免を受けようとする理由

㋐　×　㋑

  / 12

　  　　　①　本 来 納 付 す べ き 税 額

          ②　減 免 を 受 け よ う と す る 税 額

　
②
の
資
産
割
内
訳

事業所の名称 事業所所在地 対象床面積㋐ 使用月数㋑

計

減免を受けようとする資産割額 × 600 円 × 減免割合  / 

  / 12

  / 12

減免を受けようとする従業者割額 × 0.25 / 100 × 減免割合 1 / 1

本来納付すべき税額 減免を受けようとする税額

差引納付額（①－②）
資産割額

（第44号様式⑩）
資産割額

㋓

従業者割額

②
の
従
業
者
割
内
訳

事業所の名称 事業所所在地 対象従業者数 対象従業者の給与総額

計
㋔(1,000円未満切捨て）

円

※減免申請書の提出期限は、納期限までです。提出期限を過ぎると減免できない場合があります。

（第44号様式⑯）
従業者割額

㋕

計　①
（第44号様式⑳）

計　②
㋓＋㋕（100円未満切上げ）



様式第70号

　　　　　　　　　　　　　令和　２　年　２　月　２０　日

大 分 市 長　　殿

住所（所在地）

氏名（名称）

法人の代表者氏名

法  人   番  号

次のとおり事業所税の減免を受けたいので、申請します。

年 月 日 から 年 12 月 日まで

減免を受けようとする理由

倉庫業法に規定する倉庫業者が本来の事業の用に供する倉庫であるため。

※減免申請書の提出期限は、納期限までです。提出期限を過ぎると減免できない場合があります。

事 業 所 税 減 免 申 請 書

事業年度 1 1 31令和元

大分市荷揚町２番３１号

株式会社大分市

大分市　太郎

０１２３４５〇〇〇〇〇〇〇〇

令和元

該
当
す
る
減
免
事
由

ま
た
は
減
免
を
受
け
よ

う
と
す
る
理
由

　大分市税条例施行規則　第 　10   条 第   1 　項 第　3   号　ク　　に該当

　  　　　①　本 来 納  付 す べ き 税 額 １，２００，０００　円

           ②　減 免 を 受 け よ う と す る 税 額 ３８１，３００　円

　
②
の
資
産
割
内
訳

事業所の名称 事業所所在地 対象床面積㋐ 使用月数㋑

㎡    / 12

計 ㋒　　　　 　　　　　　　６００　 ㎡

減免を受けようとする資産割額 ㋒　　　　　　６００　　 　㎡×600円×減免割合　1　/　1　＝㋓　　　　　　 ３６０，０００　円

㋐　×　㋑

㈱大分市 大分営業所 大分市荷揚町２番３１号 ６００　㎡  12/ 12 ６００　㎡

㎡

㎡    / 12 ㎡

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

人  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

人

対象従業者の給与総額

㈱大分市 大分営業所 大分市荷揚町２番３１号 2　人  　　　　　　　　　　　　　　　　　８，５００，1００　円

　　　　　８，５００，０００　円

減免を受けようとする従業者割額 ㋔　　８，５００，０００ 　円×0.25/100×減免割合　 1　/　1　＝㋕　　　　　 　２１，２５０　円

減免を受けようとする税額

計
㋔(1,000円未満切捨て）

差引納付額（①－②）

従業者割額
（第44号様式⑯）

資産割額

従業者割額

　　　　　　　　　　　　　　　１，０００，０００　円

②
の
従
業
者
割
内
訳

事業所の名称 事業所所在地 対象従業者数

　　　　　　　　　８１８，７００　円

（第44号様式⑩）

　　　　 ３８１，３００  円

　　　　　　　　　　　　　　　２１，２５０　円

本来納付すべき税額

計　① 計　②
　　　　１，２００，０００  円

　　　　　　　　　　　　　　　２００，０００　円

資産割額

㋓＋㋕（100円未満切上げ）（第44号様式⑳）

㋓

㋕

　　　　　　　　　　　　　　　３６０，０００　円

記入例

別紙「減免対象施設一覧表」の根拠法（市

税条例施行規則）の該当番号等を記入

別紙「減免対象施設一覧表」の要件等を参照

事業所ごとに「名称・所在地・対象
床面積・使用月数」等を記入

減免割合は別紙「減免対

象施設一覧表」を参照

決算期末時点での減免対象
従業者数を施設ごとに記入

減免割合は別紙「減免対
象施設一覧表」を参照
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12 　「差引納付額（①－②）」の欄は、「本来納付すべき税額（①）」から「減免を受けようとする税額（②）」を差引
いた結果を記載してください。

　「①本来納付すべき税額」の欄は、減免前の事業所税額（１００円未満切捨て）を記載してください。

　「②減免を受けようとする税額」の欄は、この申請により減免を受けようとする税額（１００円未満切上げ）を記
載してください。

　「②の資産割内訳」の欄について
（１）　減免を受けようとする税額のうち、資産割にかかる「事業所の名称」、「事業所所在地」、「対象床面積
㋐」、「使用月数㋑」、「㋐×㋑」のそれぞれについて記載してください。

（２）　「計」の欄は、複数事業所がある場合、「㋐×㋑」欄のそれぞれの床面積を合計した結果を「㋒」欄へ記
入してください。

（３）　「減免を受けようとする資産割額」の欄は、㋒には「計」欄に記入した数字、「減免割合」にはこの申告に
より減免となる資産割にかかる減免割合（分数表記）、㋓には「㋒㎡×６００円×減免割合」の計算結果を記
載してください。

　「②の従業者割内訳」の欄について
（１）　減免を受けようとする税額のうち、従業者割にかかる「事業所の名称」、「事業所所在地」、「対象従業者
数」、「対象従業者の給与総額」のそれぞれについて記載してください。

（２）　「計」の欄は、複数事業所がある場合、「対象従業者の給与総額」欄のそれぞれの額を合計した結果を
「㋔」欄（1,000円未満切捨て）へ記入してください。

（３）　「減免を受けようとする従業者割額」の欄は、㋔には「計」欄に記入した数字、「減免割合」にはこの申告
により減免となる従業者割にかかる減免割合（分数表記）、㋕には「㋔円×0.25／100×減免割合」の計算結
果を記載してください。

　「本来納付すべき税額」の欄は、「資産割額（第４４号様式⑩に記載する額）」 、「従業者割額（第４４号様式
⑯に記載する額）」、「計①（第４４号様式⑳に記載する額）」を記載してください。

　「減免を受けようとする税額」の欄は、「資産割額（㋓）」 、「従業者割額（㋕）」、「計②｛㋓＋㋕（100円未満切
上げ）｝」を記載してください。

　「事業年度」の欄は、法令、定款、寄付行為、規則又は規約等に定められている「事業年度」を記載してくだ
さい。また、大分市税条例施行規則の該当条項の番号、減免を受けようとする（減免事由に該当する）理由を
記載してください。

「事業所税減免申請書」の記載要領

　「住所（所在地）」の欄は、本市の区域内の事業所等の所在地（本社がある場合は本社の所在地を、支店の
場合は主たる支店の所在地）を記載してください。

　「氏名（名称）」の欄は、この申告書の作成時における法人名称（個人の場合は氏名）を記名してください。

　「法人の代表者氏名」の欄は、この申告書の作成時における法人の業務を主宰している者が記名してくだ
さい。

　｢法人番号」の欄は、番号法に定める１３桁の法人番号を記載してください。


